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令和５年度 厚生労働科学研究費補助金（肝炎等克服政策研究事業） 

  分担研究報告書(職域肝炎ウイルス陽性者・両立支援対策) 

 

肝移植患者の就労状況 

 

研究分担者：徳本 良雄   愛媛大学大学院地域医療学 准教授 

 

研究要旨：愛媛大学医学部附属病院では肝疾患患者を対象に、就労継続を主な目的と

した社会保険労務士による就労相談を実施している。肝移植の対象である非代償性肝

硬変の患者は、腹水、肝性脳症等の合併症だけでなく、全身倦怠感や食思不振、筋痙

攣などの自覚症状を有することが多く、就労の継続ができない症例が多く存在する可

能性がある。一方で、移植後も免疫抑制剤の内服や術後合併症により就労に制限があ

る症例もある。移植前に休職・離職している症例では、移植後の就労が低率であった

一方で、就労を継続していた症例では産業医等との勤務条件調整後に復職する場合が

多く、就労率も高い結果であった。肝移植後の新規就労には障害者総合福祉法に基づ

くサービスを利用する場合もあった。肝移植前に離職させないための支援とともに、

復職時には就労条件に関する助言など産業医等との連携を強化する必要がある。 

A. 研究目的 

愛媛大学医学部附属病院では、2014年 10

月より肝疾患患者を対象として、社会保険

労務士による就労相談を週 1 回実施してい

る。当院では、脳死/生体肝移植の実施施設

であり、年間 5～10例程度実施している。 

しかし、肝移植の対象となる非代償性肝

硬変患者は全身倦怠感、食思不振、易疲労

感など生活の質が低下していることが多く、

就労に制限が生じている。また、肝移植後

においても、術後合併症や筋力低下等によ

り、肉体労働などに制限が有る可能性があ

る。 

 肝移植希望症例に対して、病気と仕事の

両立を図り、就労状況の改善を促すため、

当院における肝移植患者の就労状況を調査

し、問題点を明らかとすることを目的とし

た。 

 

B. 研究方法 

当院で 2017 年 1 月～2022 年 12 月末まで

に肝移植を実施したのは 68 例。移植前 20

歳未満、移植後早期に転医した症例、移植

後 1年以内に死亡した症例を除く 43例を解

析対象とした。診療記録をもと肝移植前後

の就労状況を調査した。 

C. 研究結果 

1. 急性感 

解析対象 43 例の内訳は急性肝不全 5 例、

慢性肝不全 38例。急性肝不全の 5例中 4例

は発症前から就労しており、3例が移植後に

就労していた。 

慢性肝不全のうち、移植時点で定年退職、

家事等のため元々就労していない症例は 8

例であった。移植前休職は 7 例、退職は 7

例であった。（図１） 

 

休職例のうち移植後就労は 4 例（復職 2

例、転職 2 例）であった。退職例で就職ま

たは準備中は 3 例にとどまり、退職した理

由は全例が体調不良のため就労継続困難で

あった。また、転職の 1 例は障害者総合福

祉支援法による研修制度を利用した後に就
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労しており、退職後就職の 1 例は障害福祉

サービス事業所に就職していた。 

移植前就労継続は 14 例あり、正規雇用 7

例のうち 5 例、非正規雇用 1 例、自営業 6

例のうち 5 例が移植後に就労しており、復

職が 11 例、転職が 2例であった。 

就労継続群での移植後就労は 92.8%、休職

群は 57.1％、退職群は 42.8％と退職群で低

い結果であった。 

復職例では産業医等の面談により勤務条

件を調整していることが多く、身体負荷の

大きい部署からデスクワーク中心の部署へ

の業務変更や、通勤等の負担を軽減するた

めに勤務事業所の変更、時短勤務、在宅勤

務などの対応がとられていた。 

新規就労に当たっては、肝移植後で身体

障害者手帳 1 級となることから、障害者総

合福祉法による支援を受けている症例があ

った。 

 

 
D. 考察 

肝移植実施症例のうち、約半数が移植前

に休職や退職を経験していた。 

移植前の就労状況は、移植後の就労に大

きく影響を与えており、いかに就労を継続

していけるように支援していくかが課題で

ある。移植後の復帰時には産業医等のサポ

ートが得られているが、移植前後のいずれ

も医療側と事業所側が勤務条件等について

話し合った症例はなかった。療養・就労両

立支援指導料含めた病気と仕事の両立支援

に関する更なる周知が必要と考えられた。 

 現在、当院の肝疾患の就労・両立支援で

は、障害者総合福祉法に基づく就労系福祉

サービスの提供については対応できていな

い。生活支援員や就労支援員などの障害者

福祉施設指導専門員が肝炎医療コーディネ

ーターを取得するなど、連携を強化し、研

修や就労など段階的な復職に向けた取り組

みを行っていく必要がある。 

 

E. 結論 

肝移植患者が移植後に病気と仕事の両立

を図るためには、移植前の就労継続を目的

とした支援と、移植後の就労に向けた多職

種連携により積極的な支援が求められる。 

 

F. 政策提言および実務活動 

  なし 
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